
一般社団法人 住宅性能評価・表示協会

E18

既存建築物の実用的な省エネ性能
診断法・評価法に関する検討

成果報告会資料（3/3 最終年度）



一般社団法人 住宅性能評価・表示協会 1

＜検討の背景・目的＞

●住宅及び小規模非住宅等の既存建築物の実用的な省エネ性能診断法・評価法が整備
されておらず、設計仕様が不明な既存建築物の省エネ性能について、非破壊調査等
の容易な方法によって、統一的かつ比較可能なかたちで評価できない状況にある。

●本課題では、既存建築物の省エネ性能の実態や学会・民間企業等で考案されている
既存建築物の省エネ性能診断手法について調査したうえで、建築物のエネルギー消
費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）に基づく建築物の省エネ性能表示に
活用可能な省エネ性能診断法・評価法について検討し、その整備に資する技術的資
料をまとめる。

検討の目的・内容

＜検討の内容＞

（イ）既存建築物の省エネ性能の実態把握
文献・事例調査等を実施し、既存建築物の標準的な外皮や設備の設計仕様及

び省エネ性能を築年代別、地域別、用途別等に整理

（ロ）既存建築物の省エネ性能診断手法の調査
既往の既存建築物の省エネ性能診断手法を調査し、具体的な方法、調査難易

度、調査に要する費用や時間等について整理

（ハ）実用的な省エネ性能診断法・評価法の検討
（イ）及び（ロ）を踏まえ、建築物の省エネ性能表示に活用可能な省エネ性

能診断法・評価法について、実建築物への試行・検証を行いながら検討
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検討の体制

＜検討体制＞

・有識者、住宅金融支援機構、審査機
関、及び設計者等からなる検討委員
会を設置（委員長：北海道立総合研
究機構鈴木大隆理事）

＜検討スケジュール＞

・令和４年度より３カ年の計画で検討
をスタート

・R5年度に整理した評価手法の基本的
な考え方を基に、R6年度は評価マ
ニュアル案を整備

  所属・役職 氏名 

委員長 地方独立行政法人 北海道立総合研究機構 理事 鈴木 大隆 

委員 

地方独立行政法人 北海道立総合研究機構 産業技術環境研究本部 

エネルギー・環境・地質研究所 資源エネルギー部  

エネルギーシステムグループ 研究主幹 

斎藤 茂樹 

国立研究開発法人 建築研究所 環境研究グループ 主任研究員 三浦 尚志 

独立行政法人 住宅金融支援機構 

マンション・まちづくり支援部技術統括室 技術支援グループ長 
稲葉 佳彦 

日本 ERI株式会社 

住宅評価本部  省エネ支援センター  センター長 
住谷 哲 

ハウスプラス住宅保証株式会社 技術ソリューション部 部長 谷脇 大介 

株式会社 住環境計画研究所 副主席研究員 水谷 傑 

株式会社 建築検査学研究所 代表取締役 大場 喜和 

住宅保証機構株式会社 理事 兼 技術管理部長 芝 謙一 

株式会社 G建築総合研究所 代表取締役 小田 惠介 

一般社団法人 日本設備設計事務所協会連合会 

建築物省エネアシストセンター センター長 
内田 正弘 

YKK AP株式会社 技術研究本部 

環境・エネルギー・解析技術グループ環境・エネルギーチーム 
児島 輝樹 

オ
ブ
ザ
ー
バ
ー 

国土交通省住宅局参事官（建築企画担当）付 課長補佐 池田 亘 

国土交通省住宅局参事官（建築企画担当）付 係長 中村 歩 

国土交通省住宅局参事官（建築企画担当）付 係長 尾内 惇史 

国土交通省住宅局参事官（建築企画担当）付 係長 佐々木 雄河 

国土交通省 国土技術政策総合研究所 

住宅研究部 建築環境研究室 室長 
西澤 繁毅 

国土交通省 国土技術政策総合研究所 

住宅研究部 住宅ストック高度化研究室 主任研究官 
牧 奈歩 

国土交通省 国土技術政策総合研究所 

住宅研究部 建築環境研究室 主任研究官 
宮田 征門 
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検討
内容

令和4年 令和5年 令和6年

（イ）

（ロ）

（ハ）

データ収集

調査・ヒアリング

仕様整理

データ分析

診断試行診断試行

技術資料作成

診断法作成と検討

診断法整理と課題抽出

・令和４年度より３カ年の計画で検討をスタート

・令和４年度に収集・分析した仕様・性能データを基に、令和５年度には診断試行
を踏まえながら基本的な考え方を整理

・令和６年度は、評価マニュアル案を整備しながら、不動産事業者に対しての診断
のデモ試行やヒアリングを行い、内容を精査・とりまとめ
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＜本検討課題のアウトプット、活用方法（想定）＞

●建築についての専門的な知識・スキルを必ずしも有していなくても、誰でも実施可
能な簡便な省エネ性能の評価方法・手順をマニュアルとしてとりまとめ。

●省エネ改修工を行う際の現状（改修前）の省エネ性能の把握や、既存住宅の販売・
賃貸時の省エネ性能の評価・表示への活用を想定。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果となる評価手法の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

新築時の省エネ性能診断手法の基本的な考え方 

設計・建設段階で

外壁の仕様等を確

認し、性能を把握 

設計・建設段階で

配管方式や換気対

策等を把握 

竣工時に設

置される設

備機器の性

能を確認 

    の性能  の   

設計  の   

   等の  ・   

竣工 の設備の   

材料・機器の劣化など 劣化は評価要素にしない 

評価実施者の想定 

建築関係のスキルを有し

ていない不動産事業者な

どによる実施も想定 

設計・建設時 竣工時 現状（  状態） 

外
皮 

設
備 

   実 的な省エネ性能診断手法の   

設計  や    の  

     れる  で外 

性能等 を        

竣工時    に る  

を   、 能   で 

 の設備機器性能を確認 

 住宅  

    ない     

  して    プ の 定

 ・     定 

  住宅  

  を主 な   代表

室   の大 い  に

 り   

外
皮

 
設
備

 

   の評価  の想定と成果の考え方  

 

 

    の保管  も    る    能な り  に評価 能

なよ     プ グラムの   の評価の  方を 理 

   を ま  主 な評価  に関 るマ ュアルを   

      表  定 ・ 定 の  により    担を   

 

    の評価  の想定と成果の考え方  

 

 

    プ グラムに  る  ル建物法（小   ） の  を  に行 

  の評価の  方を 理・マ ュアル   

      を主 な   代表室   の大 い  に  て 担を   

 

      実       の     評価   し の        に        化に      など 

住宅・ 住宅 もに「誰 も」実施  る評価手法を 理 …建築関係のスキルを有していなくても実施 能な評価手法を想定 

                                     …設計者 不動産事業者 管理会社などの実施も想定 

本検討課題のアウトプット、活用の前提
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省エネ性能等の評価が位置づ

けられている制度利用住宅 

最大約 1,650万戸 

（約 31％） 

※各制度利用率の積み上げ 

（併用は反映されていない） 

 

うち、1981年（新耐震）以降 

最大約 1,400万戸 
（約 26％） 

住宅性能表示／2000年～ 

省エネ関連建設評価取得 

約 254万戸（4.8％） 

 

金融支援機構／2004年～ 

フラット 35申請戸数 

約 139万戸（2.6％） 

 

 

 

長期優良住宅／2009年～ 

審査実績戸数 

約 97万戸（1.8％） 

 

【E18 ボリュームイメージ】：住宅ストック総数：約 5,200 万戸 ※2018 年現在（H30 住調より、建築の時期不詳 480 万戸含

む） 

 

 
約 1,600万戸 

（31％） 

制度利用していない住宅 制度利用 

約 3,600万戸 

（69％） 

…省エネ性能を評価する制度利用住宅は約 3割 

1981：新耐震 

1980：省エネ基準制定 
金融支援機構／

融資契約戸数 

約 1,163万戸  

 
※2001～2005年は推計値 

2013：省エネ基準改正 

1981年以降 

約 2,250万戸 

（43％） 

1981年以前 

約 880万戸（17％） 

約 1,400万戸 

（26％） 

約 280 

万戸 

（5％） 

※建築の時期不詳（約 480万戸、9％）除く 

＜本評価手法の対象＞
●既存住宅及び小規模非住宅建築物（300㎡未満）を対象とし、評価方法を検討
●住宅については、新耐震基準以降で、省エネ性能等の評価に関する制度を利用して
いる住宅をメインターゲットと想定

評価手法のターゲットの想定
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評価の考え方とマニュアルの概要（住宅版）

＜特徴・基本的な考え方＞
●住宅版WEBプログラムを活用
●居室・外皮面積の算定について、既定値と延
べ床面積との比率を用いて入力負担軽減

●外皮性能の入力については、制度利用の状況
等を基に等級を規定・推定し、早見表等を用
いて入力負担軽減、など
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評価の考え方とマニュアルの概要（住宅版）

＜主な対象部位＞
●主に基本情報の入
力と目視等で比較
的容易に把握可能
な設備の仕様（か
つ、BEIへの寄与度
が比較的高いも
の）の入力につい
て解説
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評価の考え方とマニュアルの概要（住宅版）

＜面積等の入力＞
●居室面積等につい
て、図面からの計
測が難しい場合に
は、既定値の延べ
床面積との比率を
用いて負担軽減

基本情報の入力について
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評価の考え方とマニュアルの概要（住宅版）

＜外皮性能の確認・入力＞
●制度利用の状況を基に断熱等級を期待または推定

誘導仕様基準に
より外皮性能を
評価を選択

仕様基準により
外皮性能を評価
を選択

等級４・５以外
は別表より等級
に基づく平均熱
貫流率等を入力
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評価の考え方とマニュアルの概要（住宅版）
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評価の考え方とマニュアルの概要（住宅版）

＜設備機器の確認＞
●エネルギー消費効率の確認方法な
どを解説

●水栓の確認方法なども解説
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評価の考え方とマニュアルの概要（住宅版）

＜計算・評価結＞計算結果の読み方やラベル発行について解説
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評価の考え方とマニュアルの概要（小規模非住宅建築物版）

＜特徴・基本的な考え方＞
●非住宅版WEBプログラムモデル建物法（小規
模版）を活用

●入力シートの入力負担軽減に配慮
●外皮性能の入力については、最も面積の大き
い代表室や外皮・開口に絞って入力
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評価の考え方とマニュアルの概要（小規模非住宅建築物版）

＜主な対象部位＞
●主に基本情報の入力
と目視等で比較的容
易に把握可能な設備
の仕様（かつ、BEIへ
の寄与率が比較的高
いもの）の入力につ
いて解説
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評価の考え方とマニュアルの概要（小規模非住宅建築物版）
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＜基本情報＞
●用途選択の後は、一番
面積の大きい「代表室」
の床面積・空調対象面積
の入力を誘導

基本情報の入力について
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外皮仕様の入力について

＜外皮仕様の確認＞
●代表室の最も面積
の大きい断熱の仕
様についての入力
を誘導

評価の考え方とマニュアルの概要（小規模非住宅建築物版）
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評価の考え方とマニュアルの概要（小規模非住宅建築物版）

＜外皮仕様の確認＞
●断熱材の厚みが分からない場合は、種類毎に標準的な厚さの数値を提示



一般社団法人 住宅性能評価・表示協会
18

評価の考え方とマニュアルの概要（小規模非住宅建築物版）

＜設備機器の確認＞
●エネルギー
消費効率の
確認方法など
を解説

設備性能の入力について
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＜計算・評価結果＞計算の実行からラベル発行の流れ等についても解説

評価の考え方とマニュアルの概要（小規模非住宅建築物版）
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社会実装に向けた課題等の整理

●評価技術上の課題
…各評価項目における規定値・推定値の取扱等について

●Webプログラム等の課題
…円滑な入力支援（既存建築物用の入力の仕組みなど）
…発行ラベルの区分け（既存建築物用の手法で評価された
ものの明確化）

●社会の仕組み等の課題
…設計情報等の蓄積の仕組みづくり（新築時・改修時）
…関係事業者への普及・啓発等について
（売主・貸主・仲介事業者・管理会社など）

委員会討議や事業者ヒアリングより抽出
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